
1

令和６年度あったかふれあいセンター利用者データ管理ソフト

情報システム運用保守委託業務仕様書

第１ 基本事項

１ 目的

あったかふれあいセンター利用者データ管理ソフトの安定的な稼働の確保及びソフト

の円滑で効果的な利用を目的として、ソフトの運用保守業務を行う。

２ 事業概要

本県では、市町村を実施主体として高齢者や子ども、障害者等誰もが気軽に集い、子

育てや生活支援サービス等を受けることができる地域福祉の拠点であるあったかふれあ

いセンターが 31市町村 55拠点において実施されている（令和６年３月１日現在）。
あったかふれあいセンター利用者データ管理ソフトは、各事業者の業務管理を容易に

するとともに、県域・市町村・事業者単位それぞれの当該事業の実態把握及び評価に資

することを目的に運用する。

業務フロー

３ システムの概要

（１）システムの構成

① システム構成図

機能・データは限定

・地域福祉政策課

・業務受託業者

あったかふれ

あいセンター

利用者データ管理機能

統計データ出力機能

あったかふれあいセンター利用者管理サーバ
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② ネットワーク構成図

③ ソフトウェア物品一覧

■ソフトウェア一覧

・Windows Server 2019 Standard Edition

・Apache2.4

・JDK8

・Tomcat9.0

・SQLServer Express

（２）システムの利用状況

・ソフト運用開始 令和４年 10月～
（現在、あったかふれあいセンター55拠点、31市町村、６県機関が利用）

・問合せ対応 令和５年４月～令和６年２月末 41件（年間想定 50件）

第２ 委託業務の対象

①対象となるシステム

あったかふれあいセンター利用者データ管理ソフト

②ハードウェア

OSのインストールは、各パソコンの所有者の責任において行われる。
③ソフトウェア

・Windows Server 2019 Standard Edition

・Apache2.4

・JDK8

・Tomcat9.0

・利用者データ管理システム

・情報提供データ管理システム

インターネット

県庁クラウド

地域福祉政策課

あったかふれあいセンター

業務受託業者

メインデータサーバ

アプリケーションサーバ
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第３ 委託業務の体制

（１） 運用保守の体制

作業時間：通常時は 8：30から 17:15に保守

（２）日単位・運用スケジュール

第４ 委託業務の内容

業務受託者（以下「乙」という。）は、次の各項で定める委託業務を、県（以下「甲」という。）

の指示により実施するものとし、乙が委託業務を行った場合は、その作業内容を記録し、甲に

報告しなければならない。この方法については、甲との協議の上、別途定めるものとする。

また、この業務により、システムの構成が変更された場合は、ドキュメント類及び構成情報

を最新の状態に保つものとする。

１ システム運用業務

（１）システム操作関係業務

乙は、甲の指示に基づき、システム運用に必要なシステム操作及びその操作に直接関連す

る業務を行う。その業務の内容及び操作手順は、甲が別に定める操作説明書に定める。

（２）システム構成管理業務

乙は、甲の指示に基づき、システム運用業務責任者の管理の下、ソフトウェア保守業務責

任者及びハードウェア保守業務責任者と調整し、ソフトウェア又はハードウェアの改修等に

対応して、システム変更時のシステムの構成管理を行う。その業務の内容及び手順は、甲が

別に定める運用手順書によるものとする。

（３）システム障害対応業務

乙は、システム障害又はセキュリティ事案が発生した場合の問題の一次切り分け並びに対

No 業務受託業者 実施事項 実施日時 手動/自動

1 - バックアップ 毎 日 自動

内部

地域福祉政策課

システム管理者

システム担当者

システム利用者

あったかふれあいセンター職員

問い合わせ

対応

問い合わせ

障害時連絡等

②原因究明と

対策の報告

③対応依頼

外部

・障害時対応

・不正アクセス発生時のアクセス記録

の解析

・バックアップからの再構築

業務受託業者

①障害時自動

メール送信

クラウド運用保守業者
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応の指示及び甲への報告を行う。その対応手順は、甲が別に定める運用手順書及びセキュリ

ティ実施手順書によるものとする。

（４）システム稼働監視業務

乙は、甲の指示に基づき、システムの稼働監視を行う。その業務の内容及び手順は、甲が

別に定める運用手順書によるものとする。

（５）ログ管理業務

乙は、甲の指示に基づき、システムにおけるログの収集及びログの解析を行う。その業務

の内容及び手順は、甲が別に定める運用手順書によるものとする。

（６）システム運用付随業務

ア 問い合わせ対応（又はヘルプデスク）

乙は、甲からのシステムに関する問い合わせの対応及び利用者からのシステムに対する

ヘルプデスク業務を行う。

イ コンサルティング

乙は、甲の指示に基づき、システムの運用に関連した技術動向の把握、効果的・効率的

なシステム運用の提案、個別依頼事項に基づくシステムの調査を行い、甲に報告するなど、

当該システムにおけるコンサルティングを行う。

ウ その他の業務

乙は、甲が貸与するウィルス対策ソフトをインストールする。

２ ソフトウェア保守業務

（１）ソフトウェア構成管理

乙は、システムを構成するソフトウェアの設定情報又はプログラム仕様に変更があった場

合は、ソフトウェアの構成管理を行う。その業務の内容及び手順は、甲が別に定める運用手

順書によるものとする。

（２）バージョンアップ及びパッチ適用業務

乙は、甲の指示に基づき、システムを構成するソフトウェアのバージョンアップ及びパッ

チ適用を行う場合は、甲が別に定めるプログラム設計書、システム構成情報を参照のうえ、

その適用の可否を判断する。ただし、甲の指示がない場合でも、月に１回は適用の可否を判

断すること。判断の結果、適用可能と判断した場合は作業を行う。この作業には、動作試験

等も含まれるものとする。

さらに、適用したソフトウェアが動作するシステム環境を整え、納品作業を行い、その結

果を成果物とともに甲に報告する。

適用不能と判断した場合には、その旨を甲に報告する。

（３）システム復旧業務

乙は、システムに障害が発生した場合は、甲の指示に基づき、甲が別に定める操作説明書、

基本設計書及びプログラム設計書を参照のうえ、バックアップ情報からシステムの復旧を行

い、システム復旧の成功を確認する。その確認後、その結果を甲に報告する。

また、システム復旧が失敗した場合には、更に一世代前のバックアップ情報からシステム

の復旧を行い、バックアップ情報が存在しなくなるまでこれを繰り返す。バックアップ情報

が存在しなくなった場合は、システム復旧計画とともにその旨を甲に報告する。



標準委託業務仕様書

5

（４）障害等原因調査業務

乙は、甲の指示に基づき、システム障害又はセキュリティ事案発生による障害等原因調査

を指示された場合は、甲が別に定める操作説明書及び基本設計書を参照の上、調査を行い、

その結果をシステム運用業者に報告する。

（５）ソフトウェア保守付随業務

ア 問い合わせ対応

システム運用業務責任者を経由して、甲からのソフトウェアに対する問い合わせの対応

を行う。

イ コンサルティング

システムの運用に関連した技術動向の把握、効果的・効率的なソフトウェアの提案、個

別依頼事項に基づくソフトウェアの調査を行い甲に報告するなど、当該ソフトウェア保守

におけるコンサルティングを行う。

第５ 委託業務のサービス要件

１ 基本要件

①性能の担保

回線の影響を除き、通常の操作においてストレスを感じない程度のレスポンスを可能とする

こと。また、利用集中時においても、システム運用に大きな支障がない程度のレスポンスを可

能とし、処理応答時間が３秒を超える場合は協議すること。

②端末

利用者が以下の端末及びブラウザからシステムを利用できるようにすること。

なお、個人情報についてはローカルで管理すること。

システムの動作環境

③クラウド

庁内クラウド（別紙１）を利用すること。

あったかふれあいセンター利用者データのうち、氏名等個人が容易に特定される情報を除いた

情報をクラウド上で閲覧・抽出・CSV出力ができるようにすること。

項目 内 容

パソコンの

推奨環境

プロセッサ 3.3GHz またはそれ以上の64ビットデュアルコアプロ

セッサ（SSE2命令セット対応）

メモリ 4GBの RAM

表示方法 SuperVGA、解像度1024×768

OS Windows10

CPU 各 Windows OS の推奨環境に準拠

HDD 50MB以上の空き容量があるHDD

解像度（液晶モニタ） 1280×768以上

ブラウザ Microsoft Edge 94 以上

その他条件 ・Microsoft Office365、2016のいずれかをインストールすること

・プリンターの利用が可能であること
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なお、県・市町村・事業者が共通で利用できる、利用者を識別できる番号を付与すること。

④情報セキュリティ

サーバを構築する際は情報セキュリティに十分配慮した構成とすること。各種ログ（１年以

上保管）を確認した結果を含め、毎月の運用保守状況を県に報告すること。なお、業務の実施

にあたっては高知県セキュリティポリシーを遵守すること。

２ サービスレベル

（１）システム運用業務

ア システム稼働率

システム稼働率は、定期点検のための停止時間を除き、95パーセント以上とする。
イ システム障害時の一次切り分け許容時間

システム障害又はセキュリティ事案発生時における一次切り分けに要する時間は、12時間
以内とする。

ウ 問い合わせ対応

問い合わせ対応は、問い合わせから最初の回答までを 24時間以内とする。

第６ 委託業務の成果品

１ 成果物の内容

乙は、次に掲げる成果物を指定された期日までに納品しなければならない。

（１）業務報告書（月次。委託業務が完了したときは、業務完了報告書を提出する。）

（２）運用保守報告書（月次･年次。毎月の運用保守の状況(作業実績工数)が把握できるもの）
（３）稼働状況報告書(月次・年次。毎月の稼働時間の状況が把握できるもの)
（４） 障害対応報告書（障害時の対応状況(作業実績工数)が把握できるもの。対応後、速

やかに提出する。）

（５）変更状況報告書（月次・年次。変更状況(作業実績工数)と影響等が把握できるもの）
（６）打合せ議事録（対応後、速やかに提出する。）

（７）その他甲との打ち合わせにおいて必要としたドキュメント（月次）

２ 形式等

（１）書類（紙媒体）は、Ａ４判縦長横書き両面を原則とし、日本語表記のもの２部（原本１部、

複写１部）を提出する。

（２）書類（電子媒体）は、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒにより２部提出する（ファイルフォーマッ

トは、に対応できるデータ形式）。なお、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒについては、事前にウ

ィルススキャンしたものを使用すること。

３ 納品場所

甲の指定する場所に納品する。



第３次庁内クラウドについて

１ 概要

オンプレミスの仮想化基盤

通常時は、庁内システムを平常時用の「データセンタＡ」で稼働させ、下図の①の通信回線

を用いて庁内システムを利用する。インターネット接続には高知県セキュリティクラウドを経

由することから利用できるポートに制限があります。

２ 仕様

（１）仮想化ソフトウェア VMware vSphere 7 Enterprise

VMwareTools のインストールが必要です。

（２）庁内クラウドで用意しているソフトウェア

・Windows Server 2019（CAL 含む）※ダウングレード権あり

・Red Hat Enterprise Linux

・Oracle Database Standard Edition2

・Oracle Java SE Subscription

・McAfee VirusScan Enterprise Ver 8.8 ※サーバ用あり

（３）仮想マシン仕様

・仮想 CPU 数 １,2,4,8

・メモリ 16GB まで（必要に応じて調整）

・ストレージ 1,000GB

バックアップはスナップショットにより行うことができます（7世代まで、VMwareTools インスト

ール必須）。

ファイル単位でのバックアップは業務システム側で行ってください。

・監視機能有り（CPU 稼働率、ポート監視など）

※上記を超えるリソースが必要な場合は、システムの仕様から必要なスペックを判断させていただ

きます。

（４）物理サーバ仕様

第３次庁内クラウドの新仮想化基盤は、物理サーバ 7台(6+1 台)構成となり、スペックは以下の通り

です。

※7台のうち 1台はフェイルオーバー用

・CPU：336 コア (56 コア(28 コア×2ソケット) × 6台)

・メモリ：4,608GB (768GB × 6台)

・ハイパーバイザー：VMware vSphere 7.0 U1

2021 年 1月 18 日
情報政策課

　　　別紙１

459804
四角形
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３ 操作端末

仮想マシンを操作できる端末は高知電気ビル別館にあります。また、サーバ構築後は外部からリモ

ート接続できる仕組みを利用できる場合がありますが、別途、接続回線等の契約を行う必要がありま

す。

４ サーバ構築時の注意事項

・仮想マシンの持ち込みはサポート範囲外ですが希望される場合はご相談ください。

・操作端末の Windows10 からリモートデスクトップにより LGWAN 系ネットワークに接続した仮想マシ

ンに接続することはできません。

・構築時の外部メディアによるデータ持ち込みについてはご相談ください。

・LGWAN 系ネットワークに接続した仮想マシンはインターネットに接続できません。

５ その他、県庁のネットワーク環境として利用可能な機能等

・ＳＳＬサーバ証明書の発行

・公開用Ｗｅｂサーバのドメイン（サブドメイン）設定

・庁内メールサーバの利用（メール送信）


